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                        そろそろ歩けば田は濁る 
 

春を目前にして庶民の気分は昨年よりも高まっている。1月の景気ウォッチャー調査(2月分

は3月8日に発表される)での先行き判断は上向いた。「金融面の回復を受けて生産、消費などの実

態面の回復が顕著であり、高成長が持続する確証はないものの、見通しは明るさを増している。

しかし、雇用はまだ限られたままだ」。この、グリーンスパンＦＲＢ議長の議会証言(2月11日下

院金融サービス委員会)は、そのまま私達の経済にも当てはまる。 

部分的な持ち直しと全般的な下げ止まり感が、先行き改善への期待を高めている。しかし、

雇用面での回復は手付かずの状態だ。大阪圏の企業は貿易依存を高めている。けれども、これ

では企業収益の改善には繋がっても、域内での雇用改善には繋がらない。新たな納税、決算、

進学・転勤・就職の季節は、企業と個人、企業間や個人間での格差拡大を確認する始まりとな

る。その落ち着き所への方向感は確認できない。格差は見えても、円高に伴う下期失速懸念を

内包して全体の急速な変革像が見えてこないので、実態の生活レベルでは期待と引き締めを繰

り返す混乱が続きそうだ。 

 

格差を作る部分回復 

                     一言で言えば「持ち直し」と表現されている

景気だが、中身は多様化してきた。これは、持

続性への懐疑をも生んでいる。回復を主導して

いるのは輸出。海外市場依存による回復は、前

月よりも一層その傾向を強めている。12月

計によれば、商品では電気機器(+12.9%)、一般

機械(+10.5%)が伸び、仕向け先ではアジア

(+15.2%)が輸出を牽引している。近畿
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前年同月比

の統

経済は輸

出

とを示唆している。 

型産業だけが活況だ。 

他方で、失業率は高止まり。小売売上も減少

が続いている。ただ、乗用車登録台数(+2.0%)

やＤＶＤ(+66.5%)、テレビ(+13.8%)、洗濯機

(+18.7%)といった耐久財消費は急速に上向いてきた。こうした分野への消費拡大と

日用品での引き締めは、消費者の平均像が崩れ、多様で、大きな偏差を持った消費

社会が形成されつつあるこ
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低い大阪女子の内定率(12月末段階)
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雇用指数で激しく落ち込む大阪

くても、女子には厳

庫県は71.1%だが、大阪は62.6%にしか過ぎ

な

61.2%。兵庫県では63.2%なので全国平均を上回っている。東京では72.6%と、男子

になっている。 

評価は、大阪の高卒女

子が、能力的に劣っているわけではない事を示している。 

造業で減少し、サービス業で伸びない大阪の雇用戦線 

しい大阪の就職状況 

大阪を特徴づけるものの一つに、就職の内定率がある。高校卒業予定者の就職内

定率で、大阪は全国平均を大きく下回っているからだ。今年3月に高校を卒業する

予定者数は大阪府で77,146人、兵庫県で53,091人だ。このうち、就職希望者数は、

大阪で10,701人(13.8%)、兵庫県で7,837人(14.8%)。全国で、12月末までに就職先

が内定している高校新卒者は68.0%、兵

い。東京では73.5%に達している。 

この差を生んでいるのは、女子の就職内定率だ。女子に限った場合、全国平均は

の74.1%と比べて

も遜色がない水準

ところが大阪

の女子は54.9%と、

極端に低い水準に

ある。高卒女子に

とって、大阪域内

での就職は極めて

厳しい状況だ。大阪域外への就職希望者の場合、就職内定率が99.2%にもなってい

るのを見ても、大阪府下での就業がいかに困難であるかが分かる。域外への就職内

定率の高さは、神奈川県の111.3%に次いで高い。域外での高

 

大阪府での就業

機会減少の背景は、

製造業での雇用減

だ。製造業雇用指

数は2000年まで、

大阪府が東京都を

上回っていた。し

かし、その後大阪

が急落。同時に、
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この減少を吸収するサービス分野での就業機会拡大が少なかった。バイオベンチャ
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設立・資本参加現地法人、減少率が低い製造業
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調査

千人 減少する女性事務職

ーの創業数では県別で5位の大阪も、人口当りでは全国平均並 (ＪＢＡ調べ) だ。 

輸出型製造業企業は

輸出景気を支えているのは、国際競争力がある製造業。日本企

を進めている。現

状

海外進出意欲は高い。進出先で一貫して多いのはアジアで、とりわけ中国が多い。 

急速な変化は、雇用構造に表出 

の就業機会が減少した。 

 

、生産も市場も海外を見ている 

業による海外投資

(新規設立・資本参

加現地法人)は、全

体として見れば90

年代央がピークだ

った。このうち、

製造業は急速に増

えなかったものの、

急速な減少もなく

安定的に海外移転

では、製造業での進出は底固い動きを見せている。 

全体は減少しているとは言え、鉄鋼、輸送機械、一般機械ではむしろ増加の動き

にある。また、出資元企業のうち、中堅・中小企業が占める割合は2001年度までの

3年間では連続上昇(調査は8月末までの回答を基準にしており、公表は調査の1年後とされて

いるので昨年分はまだ公表されていない)している。総じて言えば、機械関連の製造業の

 

この企業行動で雇用

構造が変わってきた。

推定される背景は、製

造業企業の海外移転と、

国際化によって派生的

に起きたＩＴ化だ。こ

れにより、①女性生産

作業者、②女性事務職
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派遣労働者の伸びは関西地域が一番高い

関西地域

首都圏

中部地域

全地域

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

01
/6
01
/8

01 01 0 02 02 0 0 03 03
/1
0
/1
2
2/
2
02
/4
02
/6
02
/8 /1

0
/1
2
03
/2 3/

4
3/
6
03
/8 /1

0
/1
2

5,550

6,550

7,550

8,550

9,550

10,550

11,550

12,550

13,550

14,550

データ：大阪労働局

雇用保険資格取得が喪失と並んだ

取得者数(左目盛)

喪失者(左目盛)

うち事業主都合喪失(右目盛)

(月次データを3ヵ月移動平均で平準化)人 人

労働者派遣の伸びは

昨年３Ｑ平均で大阪府下の女性就業者人口は1,622千人。その

の長期低落を、サ

ー

ければ、高卒女子の

就職内定率向上や労働需給の不均衡は解消できそうにない。 

雇用保険の取得者数

ただ、雇用は悪化を辿ってばかりいるわけではない。雇用保険

してき

て

働と消費市場の明快な回復へ直結していない現われだ。          (神保) 

 

、関西が高い 

1年前は1,703千人

だったので、過去1

年だけをとってみ

ても、8万1千人減

少した。業種で見

ると、飲食・宿泊

業で－2万9千人、

金融・保険業での

－1万9千人などが

大きい。製造業で

ビス分野での雇用拡大で補填できていない。 

関西圏の経営者は、雇用対策がドラスチックだ。派遣労働者の採用では、他の大

都市圏よりも積極的だからだ。派遣労働者は、専門職能としての技能が求められる

ように変化してきている。長期的には専門職者の育成供給がな

 

は増加、喪失者は減少で12月には実数が交差した 

の取得者統計で見

る限り、大阪では

事業者都合による

失業が減少

いる。 

また、12月には

移動平均で新規取

得者数が喪失者数

を上回るまでによ

うやく回復してき

た。労働市場には変化の兆しも出て来ている。緩やかであやふやな景気回復が、労

本

証

そ
よ
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